環境衛生監視員の研修ニーズ調査結果について
寺田宙1)、秋葉道宏2)、大澤元毅3)、欅田尚樹4)
1) 研修企画部、2) 水道工学部、3) 建築衛生部、4) 生活環境部

【目的】
生活衛生領域の監視を担う環境衛生監視員（以下、監視員）の所掌業務は理容師法、美容師法、興行場法、旅館業法、公衆浴場法、クリーニング業法等と極めて広範に及ぶため、必要に応じて新しい研修プログラムを企画することが求められる。このため、監視員ならびにその主管課を対象に研修のニーズおよび現時点での研修の受講動向について調査を行った。

【方法】
監視員を対象とした調査では職種等監視員の属性、研修の必要性、望ましい研修の期間、今後必要と考えられる研修、研修を受講するにあたっての課題を尋ねた。調査票は保健所（県型403、市型124：計527）に5部ずつ送付した。監視員が保健所に6名以上いる場合は必要部数をコピーの上、回答していただいた。衛生主管課を対象とした調査では監視員に対する質問項目に加え、今後監視員に任用される人材と、そのような人材が増えることにより生ずると考えられる課題についても尋ねた。調査票の送付先は都道府県、政令市・中核市等保健所設置市、特別区の衛生主管課とした。これら調査は2010年3月26日から4月16日にかけて行い、郵送により回収した。
【結果および考察】
調査票の回収率は保健所が75.0%、衛生主管課は64.0%であった。監視員の職歴に関する質問では事務職が少なからず監視員を担当していること、また、今後さらに事務職が増えていく可能性があることが明らかになった。事務職は衛生領域の専門性を有しているとはいえず、異動が頻繁にあることからも監視指導業務を適切に行うために研修が必須である。研修ニーズに関してはレジオネラ対策と建築物衛生法、水道法、住居衛生が高かった。このうち建築物衛生法、水道法、住居衛生については当院で対応した研修を行っており、高い評価が得られている。一方、レジオネラ対策については外部に対応した研修が存在するものの1日で終わる講習会がほとんどで、監視員のニーズに即した研修が望まれる。今後必要と考えられる研修としてはレジオネラ対策の他、法令・行政指導関連が多く挙げられていた。環境衛生監視員の場合、行政指導を行っていく上で訴訟につながる懸念のあるケースが多いことが理由であると考えられる。研修に参加（派遣）する上での課題は予算、人員・業務、家庭、日程調整で、1週間程度の短期間の研修や、各ブロックでの出張研修、e-learningが要望として出された。
これらの意見・要望に留意し、今後の教育訓練事業に反映させていく。
謝辞
アンケートにご協力いただいた自治体の皆様、ならびに調査票の作成、集計にご協力いただいた当院水道工学部、建築衛生部、生活環境部、研修企画部の皆様方に厚く御礼申し上げます。
